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介護支援専門員の資格管理について 

介護支援専門員として業務に従事するためには、介護支援専門員の登録及び介護支

援専門員証（以下「専門員証」という。）の交付を受けている必要があります。 

また、平成１８年４月より専門員証の有効期間は５年間となっており、介護支援専

門員として継続して従事するためには、有効期間満了までに更新に必要となる研修を

受講、修了した上で、専門員証の更新申請手続きを行い、有効期間を更新する必要が

あります。 

専門員証の更新に必要な手続きを怠り、有効期間が満了した場合、介護支援専門員

として業務に従事できなくなるばかりか、所属する事業所の業務運営にも支障が生じ

ることになります。 

なお、専門員証の更新手続きを行わず、有効期間満了後に介護支援専門員業務に従

事した場合は、介護保険法第６９条の３９第３項の規定により、介護支援専門員の登

録が消除（取消し）となります。 

専門員証に係る資格管理（有効期間の把握・携行・研修の受講等）は、介護支援専

門員本人により当然なされるべきものではありますが、各事業所においては、所属す

る介護支援専門員並びに専門員証の交付を受けている他職種の者について、資格管理

の徹底を周知いただくとともに、研修受講に当たっての御配慮をお願いします。 

別紙資料として、更新等に係る研修一覧及び研修概要を掲載していますので、ご確

認いただき必要な研修の受講漏れがないよう御指導願います。

１ 介護支援専門員を雇用する場合 
 介護支援専門員として雇用する際には、資格確認として必ず専門員証（有効期間記

載、顔写真付き）の提示を求め有効期間を確認するとともに、携行するよう指導して

ください。 

 なお、有効期間を定める前に発行された旧登録証※１しか持っていない場合、専門

員証の更新を行っていないため、介護支援専門員として業務に従事できません。 

 業務に従事した場合は、登録消除（取消）の対象となります。 

※１ 旧登録証とは、平成１８年３月３１日以前に登録された介護支援専門員に交付され、Ａ４版

と携帯用の２種で、顔写真は貼付されていません。 

（１）有効期間の更新が必要な介護支援専門員 

①専門員証の有効期間が平成２５年９月３０日までの介護支援専門員 

既に更新に必要となる研修を受講、修了しているか、あるいは、更新申請

手続きを行っているか必ず確認してください。 

②専門員証の有効期間が平成２６年９月３０日までの介護支援専門員 

２５年度に開催する更新研修（実務経験者向け又は未経験者向け）を受講

するよう指導してください。（実務経験者向けの申込期限は、平成２５年３

月２９日１７時必着です。） 

※ 上記①、②の介護支援専門員について、研修未受講又は未修了の場合は専

門員証の更新ができないため、有効期間満了後は介護支援専門員として配置

できません。 

なお、有効期間が満了した専門員証は県に返納するよう指導してください。 
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（２）登録のみ受けている介護支援専門員 

介護支援専門員として業務に従事するためには、登録とは別に専門員証の交付

を受けていることが必要です。専門員証の交付は、登録から５年間は随時交付可

能なため、専門員証の交付申請を行うように指導してください。なお、申請から

交付までは約１か月間を要しますのでご留意下さい。 

（３）更新に係る研修を未受講・未修了で、有効期間が満了した介護支援専門員 

再研修（年１回１月～３月に開催）を受講、修了後、専門員証の交付を受けれ

ば、業務に従事することができます。 

（４）他の都道府県で登録されている介護支援専門員 

資格に関する各種届出・申請は、登録先の都道府県に行うことになります。（岡

山県で更新に係わる研修を受講していても、申請は登録先の都道府県に行うこと

になります。） 

   岡山県内の事業所で配置されている（配置予定も含む）場合は、岡山県への登

録の移転が可能です。 

２ 介護支援専門員を雇用している場合 

（１）有効期間の更新が必要な介護支援専門員 

①専門員証の有効期間が平成２５年９月３０日までの介護支援専門員 

既に更新に必要となる研修を受講、修了しているか、あるいは、更新申請

手続きを行っているか必ず確認してください。 

②専門員証の有効期間が平成２６年９月３０日までの介護支援専門員 

２５年度に開催する更新研修（実務経験者向け）を受講するよう指導して

ください。（実務経験者向けの申込期限は、平成２５年３月２９日１７時必

着です。） 

※ 上記①、②の介護支援専門員について、研修未受講又は未修了の場合は専

門員証の更新ができないため、有効期間満了後は介護支援専門員として配置

できません。 

なお、有効期間が満了した専門員証は県に返納するよう指導してください。 

３ 介護支援専門員の受講すべき研修・各種届出について 
介護支援専門員が受講しなければならない研修の案内、必要な届出（氏名・住所

変更等）等については、岡山県保健福祉部長寿社会課のホームページに掲載してい

ますので、ご確認いただき、従事する介護支援専門員にご周知ください。 

URL：http://www.pref.okayama.jp/soshiki/35/ 

その他ご不明な点がありましたら、下記までご連絡ください。 

〒７００－８５７０（住所不要） 

岡山県保健福祉部長寿社会課 長寿社会企画班 

   ケアマネ登録係 

   ＴＥＬ ０８６－２２６－７３２６（直通） 

   ＦＡＸ ０８６－２２４－２２１５ 
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研修名 対象者
受講地

（都道府県）
研修時間

開催時期
（予定）

受付
（予定）

①実務研修 介護支援専門員実務研
修受講資格試験合格者

受験地 ４４時間 年１回

1月～3月 12月

②実務従事者基礎研修 実務に就いている者
で、経験年数１年未満
の者

勤務地 ３３時間 年１回

11月～12月 9月～10月

③専門研修課程Ⅰ 実務に就いている者
で、経験年数６ヶ月以
上の者

勤務地 ３３時間 年１回

5月～8月 2月～3月

④専門研修課程Ⅱ 実務に就いている者
で、経験年数３年以上
の者

勤務地 ２０時間 年２回

8月～10月 2月～3月

⑤更新研修
(実務経験者向け）

１年以内に有効期間の
満了を迎える者で、介
護支援専門員証の有効
期間中に実務に就いた
経験のある者

登録地 ５３時間 年１回

5月～9月 2月～3月

⑥更新研修
(実務未経験者向け）

１年以内に有効期間の
満了を迎える者で、介
護支援専門員証の有効
期間中に実務に就いた
経験の無い者

登録地 ４４時間 年１回

1月～3月 10月～11月

⑦再研修 介護支援専門員証の有
効期間が満了した者
で、新登録証の交付を
受けようとする者

登録地 ４４時間 年１回

1月～3月 10月～11月

⑧主任介護支援専門員
研修

十分な知識、経験を有
する介護支援専門員(５
年以上の従事期間等)

勤務地 ６４時間 年１回

10月～12月 8月～9月

注１）①、⑥、⑦の研修は、同一カリキュラムにより同時開催
注２）③、④の研修と⑤の研修は一体的に開催

平成２５年度介護支援専門員研修一覧
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●ケアマネとして業務に従事している者、又は従事していた者

実務従事者基礎研修 介護支援専門員としての実務に従事している者で、就業後１年未満の者

専門・更新（就業者向け）研修　（毎年度、５月から１０月までの期間で実施予定）

専門研修課程Ⅰ 介護支援専門員としての実務に従事している者で、就業後６か月以上の者

専門研修課程Ⅱ

更新研修（就業者向け）

【留意事項】

①

②

③

２回目以降の更新の場合

介護支援専門員証の有効期間が１年以内に満了する者で、専門員証の有効期間中
に、介護支援専門員として実務に従事している者又は従事していた経験を有する者

受　　　　　　　　講　　　　　　　　対　　　　　　　　象　　　　　　　　者

介護支援専門員としての実務に従事している者で、就業後３年以上の者（ただし、専
門研修課程１を修了した者に限る）

更新研修は、各年度、５月末から１０月頃までの開催であり、証の有効期限によっては、
証の交付後、５年目（有効期間の最終年度）ではなく、４年目に受講する必要がある者も
見込まれるため、自己管理を徹底し、各人において有効期限と更新研修の受講年度、受
講時期を十分確認しておく必要があります。

研　　　修　　　名
１回目の更新の場合

介護支援専門員証の有効期間が１年以内に満了する者で、専門員証の有効期間中
に、介護支援専門員として実務に従事している者又は従事していた経験を有する者

5年目 6年目
実
務
研
修
受
講
試
験

1年目
実
務
研
修

受
講

ケ
ア
マ
ネ
登
録
・
証
交
付

7年目 8年目2年目 3年目 4年目 11年目9年目 10年目

なお、ここでいう更新研修受講対象者は、証の有効期間が更新期限年度の翌年度の９月
３０日までを期限とする証を保持する者を見込んでいます。

専門員証の有効期間中に、介護支援専門員としての実務に従事している者で、就業
後３年以上の者

証の有効期限までに、更新の際に必要となる研修（専門研修課程Ⅰ、Ⅱ又は更新研修）
を受講修了する必要があります。期限切れとなった場合、介護支援専門員として業務に
従事することができなくなります。ただし、介護支援専門員の資格自体はなくなりません。
（期限が切れた後に介護支援専門員として従事しようとする場合には「再研修」を受講す
る必要があります。）

実務従事者

基礎研修

専　門　研　修　課　程　Ⅰ

専門研修課程　Ⅱ

更新研修
（就業者向

１回目の更新

専　　門　　研　　修　　課　　程　　Ⅱ
更新研修
（就業者向け）

２回目の更新

合格 修了

専門員証の交付を受けて４年目までに専門研修課
程Ⅰ、Ⅱいずれも受講修了していない場合、５年目
に更新研修の受講が必要（受講後、証の交付手続
きが必要）

２回目の専門員証の交付を受けて４
年目までに専門研修課程Ⅱを受講修
了の場合、更新研修の受講は不要
（ただし、証の更新手続きは必要）

専門員証の交付を受けて４年目までに専門研修課程Ⅰ、Ⅱ
ともに受講修了の場合、５年目に更新研修の受講は不要
（ただし、証の更新手続きは必要）

専門員証の交付を受けて４年目までに専門研修課程Ⅰのみ
受講修了の場合、５年目に更新研修のうち専門研修課程Ⅱ
に係る研修の受講が必要（受講後、証の更新手続きが必要）

２回目の証の交付を受けて４年目までに
専門研修課程Ⅱを受講していない場
合、５年目に更新研修の受講が必要（受
講後、証の交付手続きが必要）

-
6
2
-



●ケアマネとして業務に従事した経験のない者で更新を行う者

更新（未経験者向け）研修 各年度、１月から３月までの期間で実施予定

再研修 各年度、１月から３月までの期間で実施予定

●１回目の更新手続きを行わなかった者（あるいは専門員証の有効期限が切れていて、新たに専門員証の交付を受けようとする者

・

実
務
研
修
受
講
試
験

実
務
研
修

受
講

ケ
ア
マ
ネ
登
録
・
証
交
付

1年目

【留意事項】

専門員証の有効期間が満了日を経過しても、介護支援専門員の資格自体はなくなりません。ただし、有効期間が満了した専門員
証では、介護支援専門員として業務に従事することはできません。有効期間満了後、介護支援専門員として業務に従事しようとす
る場合には、再研修を受講し、新たに専門員証の交付を受ける必要がありますのでご留意下さい。

受　　　　　　講　　　　　　対　　　　　　象　　　　　　者

介護支援専門員証の交付を受けてから、その有効期間が満了するまでに介護支援
専門員として実務に従事した経験を有しない者

備　　　　　　　考研　　　修　　　名

ケ
ア
マ
ネ
登
録
・
証
交
付

6年目 7年目 8年目

3年目 4年目 5年目2年目

実
務
研
修
受
講
試
験

実
務
研
修

受
講

更
新
研
修
未
受
講

11年目10年目9年目1年目 2年目 3年目 4年目

6年目 7年目

5年目

介護支援専門員として都道府県の登録を受けた者で、登録後５年以上実務に従事し
たことがない者又は実務経験はあるがその後５年以上実務に従事していない者で、
新たに専門員証の交付を受けようとする者

8年目 9年目 10年目 11年目

更新研修
（未経験者向

け）

１回目の更新 ２回目の更新

合
格

修
了

合
格

修
了 再 研

専　門　研　修　課　程　Ⅰ

専門研修課程　Ⅱ

実務従事者

基礎研修
更新研修
（就業者向

専　門　研　修　課　程　Ⅰ

専門研修課程　Ⅱ

実務従事者

基礎研修

更新研修
（就業者向

１回目の更新手続きなし 専門員証の有効期限切れ（従事不可） 新たに専門員証交付後１回目の更新

今後も介護支援専門員として従事する予定がない場合に
は、必ずしも未経験者向けの更新研修を受講する必要は
ありません。その場合、専門員証の期限切れにより介護
支援専門員として従事することができなくなりますが、資格
自体はなくなりません。期限が切れた後に介護支援専門
員として従事しようとする場合には、「再研修」を受講し新
たに専門員証の交付を受ける必要があります。

６年目に介護支援専門員として従事した場合

再 研

７年目に介護支援専門員として従事しようとする場合

新たな専門員証交付（従事可能）

２回目の更新までに介護支援専門員として従事しなかった場合-
6
3
-



介護支援専門員（ケアマネジャー）の更新について 

 平成１８年よりケアマネジャー（以下、ケアマネ）の資格は、５年の更新制となりました。更新するために

は、更新研修を受講する必要があります。更新にはケアマネ業務に従事の有無で、実務未経験者と実務経験者

の２種類に分かれています。また、実務経験者の方は専門研修（Ⅰ・Ⅱ）を受講することで更新することも可

能となっています。 

（ケアマネの業務に従事している（したことがある）方）

（ケアマネの業務に従事したことが無い方）

   ：はい

   ：いいえ

実務経験者

実務未経験者

初めて専門員証の更新をする方

専門員証（顔写真入り）

を持っていますか？

ケアマネの業務に就い

たことはありますか？

専門員証の有効期間は

まだありますか？

登録後５年経過し

ていますか？

ケアマネの業務に就く

予定はありますか？

専門員証の交付手続き

を行ってください。

専門員証の交付により

専門員証の有効期間５

年での更新制となりま

す。

再研修４４ｈを受講

してください。

更新研修（未経験者

向け）４４ｈを受講

してください。

ケアマネの業務に

就く際に専門員証

の交付を受けてく

ださい。（登録後

５年を経過してい

ますと、交付には

再研修４４ｈの受

講が必要です。）

専門員証の有効期間が

１年以上ありますか？

６ヶ月以上ケアマネの

業務についています

か？

更新研修（実務経験者

向け）５３ｈを受講し

てください。

専門研修Ⅰ３３ｈを受

講するには現に６ヶ月

以上の実務経験が必要

です。

専門研修Ⅱ２０ｈを受講

することが出来ます。

専門研修Ⅰ３３ｈを受講する

ことが出来ます。

専門研修Ⅰを受講済で、ケアマネの

業務に３年以上就いている方。
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前回更新時または専門員証の交付にあたり、更新研修（未経験者向け）、再研修を受講された方

前回更新時に、更新研修（実務経験者向け）、専門研修Ⅰ・Ⅱを受講された方

専門員証の更新交付後に、

ケアマネの業務に就いて

いる。または、就いていた

ことがありますか？

専門員証の有効期間満了１年

未満の時に更新研修（未経験

者向け）４４ｈを受講してく

ださい。

現在、ケアマネ業務に

３年以上就いていま

すか？

更新研修２０ｈを受講

してください。

専門研修Ⅱ２０ｈを受講

することが出来ます。

専門員証の有効期間

満了まで１年未満の方。

専門員証の有効期間が

１年以上の方。

専門員証の有効

期間満了まで１

年未満の方。

専門員証の有効

期間が１年以上

の方。

更新研修２０ｈを受講

してください。

専門研修Ⅱ２０ｈを

受講するには、現に３

年以上の実務経験が

必要です。

再研修４４ｈを受講

してください。

専門員証の有効期間が

１年以上ありますか？

６ヶ月以上ケアマネの業

務についていますか？

更新研修（実務経験者向け）

５３ｈを受講してください。

専門研修Ⅰ３３ｈを受講するには現

に６ヶ月以上の実務経験が必要です。

専門研修Ⅱ２０ｈを受講

することが出来ます。

専門研修Ⅰ３３ｈを受講する

ことが出来ます。

専門研修Ⅰを受講済で、ケアマネの

業務に３年以上就いている方。

ケアマネ業務の従事期

間がある方。

ケアマネの業務に就いていないが、今後

はケアマネの業務に就く予定のある方。
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岡山市介護保険事故報告事務取扱要領 

平成 16 年 10月 1 日作成 

平成 18 年 7 月 13 日改正 

平成 24 年 11 月 26 日改正 

（趣旨） 

第１ 介護保険法（平成９年法律第１２３号）に基づく指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び

運営に関する基準（平成 11 年厚生省令第 37 号）、指定介護予防サービス等の事業の人員、設備並び

に指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成 18 年厚

生労働省令第 35 号）、指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準（平成 11 年厚生省令

第 38号）、指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のた

めの効果的な支援の方法に関する基準（平成 18 年厚生労働省令第 37 号）、指定介護老人福祉施設の

人員、設備及び運営に関する基準（平成 11 年厚生省令第 39 号）、介護老人保健施設の人員、設備及

び運営に関する基準（平成 11年厚生省令第４０号）、指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営

に関する基準（平成 11年厚生省令第４１号）、指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営

に関する基準（平成 18年厚生労働省令第 34号）指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設

備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に

関する基準（平成 18 年厚生労働省令第 36 号）による、介護サービスを提供中に事故が発生した場合

の介護保険事業者から岡山市への報告は、この要領の定めるところによるものとする。 

（報告の対象） 

第２ 報告の対象となる事業者は、介護保険適用サービスを提供する指定介護保険事業者とする。 

（報告先） 

第３ 報告先は、別表の岡山市保健福祉局所管課（以下、「所管課」という。）とする。 

（事故の範囲） 

第４ 事業者が所管課へ報告する事故は、次の各号に掲げる場合とする。なお、報告対象とする事故は、

過失の有無を問うものではない。 

（１）サービス提供中に、利用者が死亡又は負傷、失踪した場合 

ア 「サービス提供中」とは、送迎中も含め、サービスを提供している時間帯を通してすべて含まれ

るものとする。短期入所サービス、特定施設入居者生活介護、認知症対応型共同生活介護、介護保

険施設サービスにおいては、入所から退所までを「サービス提供中」とする。 

 イ 「死亡」とは、事故死亡をさし、病気死亡は報告対象外とする。但し、死因等に疑義が生じる可

能性がある場合（トラブルになる恐れのあるとき）は報告することとする。  

 ウ 「負傷」とは、通院入院を問わず医師の保険診療を要したもの。但し、通院の場合においては、

加療を要しないものを除く。 

 エ 「失踪」とは、サービス提供中に、利用者の所在が不明となり、警察に捜索願が出された場合と

する。 

 オ 利用者が、事故発生から、ある程度の期間を経てから死亡した場合は、事業者は速やかに所管課

に報告書を再提出すること。 

（２）施設等における感染防止の観点から対策が必要な疾患であって、食中毒及びインフルエンザ、感

染性胃腸炎などの「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に対する法律」第 12 条第 1 項に

定める感染症及び疥癬・結核の発生が認められた場合 

（３）その他、家族から苦情が出ている場合など、所管課が報告する必要があると認める場合 
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（報告） 

第５ 事業者は、第２に定める事故が発生した場合、介護保険事業者・事故報告書（報告様式）により、

できる限り速やかに（３日以内）第１報を所管課に行うこと。第１報には、事故の概要までを記入し、

提出すること。 

２ 事業者は、第１報後、概ね２週間以内に、１項にいう報告様式により、所管課へ第２報を行うこと。

第２報は、第１報後の対応・経過、及び事故の原因・再発防止に関する今後の対応・方針までを記入

し、提出すること。 

なお、第２報の時点で、当該事故が完結していない場合には、その時点での進捗状況や完結の見込

みなどを今後の対応・方針欄に記載すること。 

３ 事業者は、第２報時に、必要に応じて所管課から求められた資料を提出すること。 

（公表等） 

第６ 所管課は、事故報告を取りまとめ、事故防止に資するものとする。 

２ 所管課は、事業者が運営基準に違反し、次の各号の一つに該当するときは、事業所名及び事故内容

について公表することができるものとする。 

（１）事業者が事故発生を隠匿していた場合 

（２）事業者が事故の再発防止策に取り組まない場合 

（３）その他利用者保護のため、所管課が必要と認めた場合 

附 則 

この要領は、平成１６年１０月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成１８年７月１３日から施行する。

附 則 

この要領は、平成２４年１１月２６日から施行し、平成２４年４月１日から適用する。

別表

介護保険サービス事故報告先

事業所の所在地 保健福祉局所管課

岡山市内 事業者指導課

岡山市外 介護保険課

（新）

岡山市事業者指導課 在宅指導係

ＴＥＬ(086)212-1013 
ＦＡＸ(086)221-3010 

（旧）

岡山市介護保険課

☆介護保険サービスの事故報告先及び苦情処理窓口
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 第１報：平成  年  月  日 

      岡山市長 様                                              第２報：平成  年  月  日 

        介護保険事業者・事故報告書            □ 報告完了

第１報（発生後３日以内）

事 業 所 番 号  ｻｰﾋﾞｽ種類

名    称

所 在 地                        電話    （    ） 

報 告 者 職        氏 名 

被保険者番号  氏 名               男・女 

生 年 月 日 明・大・昭  年  月  日（  歳）要 介 護 度 要支援（   ）・要介護（   ） 

発 生 日 時 平 成   年    月   日（   ） 午前 ・ 午後   時   分 頃 

発 生 場 所 □居 室 □廊 下 □トイレ □食 堂 □風呂/脱衣所 □屋 外 □その他（                 ）

直 前 の 状 況 □移動中 □移 乗 □立ち上がり □食事中 □その他（                           ）

種   別 □転 倒 □転 落 □誤嚥/異食 □失 踪 □感染症等（        ）□その他（               ）

事 故 結 果

＊最も症状の重いもの
□入 院 □通 院 □死 亡 □骨 折 □打撲/捻挫 □切傷/擦過傷 □その他（                      ）

自 立 度

＊介護保険施設のみ
□自立 □J( ) □A( ) □B( ) □C ( )

認 知 症 度

＊介護保険施設のみ
□自立 □Ⅰ □Ⅱ( ) □Ⅲ( ) □Ⅳ □Ｍ

報告先 報告・説明日時 

医師    /     : 

管理者    /     : 

担当ケアマネ    /     : 

看護師    /     : 

    /     : 

保険者    /     : 

事故の概要(経緯や対応、介護者の有無、関係機関への連絡状況等)

家族：続柄（     ）    /     : 

第２報（第１報後２週間以内） 

第１報後の対応・経過 

損害賠償  □有（□完結 □継続） □無  □未交渉 

事故の原因 

再発防止に関する今後の対応・方針 

１ 介護サービス提供中に事故が発生した場合に、この報告書を保険者に提出してください。 

２ 第２報提出時に事故が完結していない場合は、その時点での進捗状況や完結の見込みなどを今後の対応・方

針欄に記載してください。なお、この様式で記入しきれない場合は別紙に記入してください。 

報告様式
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岡山県「介護サービス情報の公表」制度における調査に関する指針

 「介護サービス情報の公表」制度については、介護保険法（平成 9 年法律第 123 号。以

下「法」という。）第 115 条の 35 第 3 項及び健康保険法等の一部を改正する法律（平成 18
年法律第 83 号）附則第 130 条の 2 第 1 項の規定によりなおその効力を有するものとされた

同法第 26 条の規定による改正前の介護保険法（以下「旧法」という。）第 115 条の 35 第 3
項の規定による調査の実施に当たって、介護保険法施行規則（平成 11 年厚生省令第 36 号）

第 140 条の 47 の 2 の規定により、県の調査指針を定める。

１ 調査実施の指針

  調査は、原則、下記の場合に行うこととする。

 （１）事業者自らが調査を希望する場合

 ただし、調査希望事業所に対しては、当該年度の県の実地指導を優先的に実施し、実地

指導と同時に調査をすることとする。

 また、外部評価が義務付けられている地域密着型サービス事業所や福祉サービス第三者

評価を定期的に実施している事業所については、調査を行わないこととする。

（２）公表内容について、利用者等から通報があり、調査において内容確認が必要であ

ると判断される場合

 （３）報告内容に虚偽が疑われる場合

 （４）県所管事業所・施設について新規指定後初めて実地指導を行う場合

２ 調査の効果的実施

調査を効果的に実施するために、上記１の（１）は、調査を希望する旨を毎年度５月末ま

でに、各事業所を所管する県民局へ連絡してきた場合に限り実施する。

また、県が指定権限を有しない事業所（指定都市等が指定する事業所又は市町村が指定す

る地域密着型事業所）に対しても調査をすることができるが、調査を実施する必要がある

場合には、該当の指定権者に適宜情報を提供し、連携の上、適正な調査を行うこととする。

附則（施行期日）

 この指針は、平成２４年１０月１日から施行する。
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「介護サービス情報の公表」制度について

１ 「介護サービス情報の公表」制度の概要

 「介護サービス情報の公表」制度は、介護保険法（平成 9 年法律第 123 号）の改正によ

り、平成 18 年 4 月 1 日から介護サービスを利用しようとする者等が介護サービス事業者を

主体的かつ適切に選択するための情報をインターネット等で提供する仕組みとして導入さ

れました。

 本制度については、平成 24 年 4 月施行の介護保険法の改正により平成 24 年度から、都

道府県知事が必要と認める場合に調査を実施し、手数料によらない運営ができる仕組みへ

と見直されました。

 本県では、制度改正に対応した円滑な運用をめざし、平成 23 年度から手数料を徴さず運

用をすることとし、調査事務及び公表事務を、県（保健福祉部長寿社会課及び各事業所を

所管する県民局健康福祉部健康福祉課）において実施しています。

２ 平成 25 年度の運営について

＜新規事業所＞は「基本情報」を、基準日前の一年間に提供したサービスの対価とし

ての支払いが百万円を超える＜既存事業所＞は「基本情報」と「運営情報」をシステムへ

の入力により報告していただき公表することになります。また、「県独自項目」「事業所の

特色」が任意で公表できます。

  なお、県が新たに定める指針に基づき、必要に応じて調査を実施します。

  具体的な平成 25 年度の事業運営については、平成 25 年度「公表計画」を定め、改め

てお知らせします。

３ その他

  事業所向け操作マニュアル及び報告サブシステム（事業所向け）ＵＲＬ等介護サービ

ス情報に関することは、下記に掲載しています。

    岡山県保健福祉部長寿社会課ＨＰ

      ＞介護保険・老人福祉関係事業者の皆様へのお知らせ

       「介護サービス情報の公表」について

http://www.pref.okayama.jp/page/detail-7669.html 

平成２５年度予定

基本情報
必須項目

運営情報〈既存事業所は必須項目・新規事業所は任意項目〉

県独自項目
公表内容

任意項目
事業所の特色

調 査 調査指針に基づき知事が必要と認める場合に実施

手数料 負担なし

公表サーバー 国が一元管理するサーバーで公表（H24.10 運用開始）

実施機関 県が直接実施（長寿社会課・県民局健康福祉課）
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資料４ 事業者指導課（在宅指導係）からのお知らせ

１ 各種書類等の提出期限

Ｈ２４年度後期の特定事業所集中減算について ･･････ Ｈ２５年３月１５日（金）

Ｈ２５年４月１日適用開始の体制届 ･･････ Ｈ２５年３月１５日（金）

２ 平成26年3月31日で指定の有効期間が満了する事業所の指定更新手続きについて

・ 平成２６年３月３１日において、多くの指定介護保険事業者が、一斉に６年間の指定有効

期間を満了することに伴い、事業所ごとに『指定更新申請書』の提出期限を前倒しすること

とします。

、『 』 、・ 提出期限等詳細については 指定更新申請のお知らせ を各事業所あてに送付しますので

ご協力をお願いします。

※『指定更新のお知らせ』は、岡山市事業者指導課において各事業所ごとに設定する提出期限

の、おおむね２月前に送付します。

３ 『変更届 『体制届』に係る必要書類・提出方法について、ホームページに掲載して』、

います。

・ http://www.city.okayama.jp/hohuku/jigyousyasidou/jigyousyasidou_00033.html『変更届』

・ http://www.city.okayama.jp/hohuku/jigyousyasidou/jigyousyasidou_00042.html『体制届』

※平成２５年３月中に、平成２５年度版に更新する予定です。

４ 平成２５年４月１日以降に「体制届」を提出する場合、新たに「指定居宅サービス事

業者等変更届出書 （様式第４号）が必要となります。」

、「 」 、「 」・ 平成２４年度までは 体制届 を提出する際に 指定居宅サービス事業者等変更届出書

（様式第４号）の提出を不要としていましたが、平成２５年度からは、新たに提出を求める

こととします 「変更があった事項」の20番・介護給付費の請求に関する事項に○を付して、。

体制届等と併せて提出してください。

５ 疑義照会（質問）について

・ 今回の集団指導に係る内容のものに限らず、疑義照会・質問等については、原則として

「質問票」により、ＦＡＸにて送信してください。
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岡山市 Ｈ２４．７版

平成24年 7月版

１ 届出が必要な変更事項、届出時期、必要書類、提出方法 

次ページの一覧表で確認してください。

２ 届出手順

郵送用宛名ラベル  ※こちらをコピーの上、使用されると便利です。

   〒 ７００－０９１３  

岡山市北区大供３丁目１－１８  KSB会館４階
岡山市 事業者指導課 在宅指導係  宛 

＜変更届 （                 ）在中＞

変更届（必要書類・提出方法）
※届出用紙は、事業者指導課（在宅指導係）のホームページからダウンロードできます。

変更の発生
一覧表で提出

方法等の確認

変更日

以前に 

来庁（事

前協議） 

変 更 が
あった日
から１ ０
日 以 内
に 

郵送

（〒）

① 電話予約をする 

 予約先：事業者指導課 在宅指導係 

TEL 086-212-1013

② 必要書類の作成 

③ ②の事業所控えをとる。 

④ 予約日に②,③を持参して、来庁（事前協議）

（事業者指導課は、KSB 会館４階です。） 

① 必要書類の作成 

② ①の事業所控えをとる → 保管 

③ ①を下記に郵送する。 

〒700-0913  

岡山市北区大供 3 丁目 1－18 KSB 会館 4 階

   岡山市 事業者指導課 在宅指導係 宛 

（下記の郵送用宛名ラベルを活用してください。） 

サービスの種類を記載してください。
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○変更の届出（居宅介護支援） 

既に申請、届出している事項に変更が生じた場合、１０日以内に変更の届出が必要です。

 なお、変更内容（事業所の移転など重要な変更の場合）によっては、事前に岡山市（事業者 

指導課）と協議する必要があります。 

変更の届出は、岡山市保健福祉局事業者指導課へ１部提出してください。 

期限内に提出できないときは、遅延理由書を添付してください。 

◆同時に複数項目の変更を届出する場合、重複する書類は省略可能です。 

 ◆変更事項３，４，５，９について複数事業所に及ぶ場合、「事業所一覧」の添付により、

一括処理が可能です。ただし、同一サービス（居宅介護支援）に限ります。 

変更の届出が必要な事項 提出書類 

 １．事業所の名称 

【関連項目】 

定款等の記載にも変更がある場合、

５を参照してください。

①変更届（様式第４号） 

②付表１３－１

③変更後の運営規程

 ２．事業所の所在地 

【関連項目】 

定款等の記載にも変更がある場合、

５を参照してください。

【重要】 

岡山市以外の所在地へ事業所を 

移転する場合には、岡山市へ廃 

止届と、移転先の所在地（指定 

権者）での新規指定申請になり 

ます。 

※事前協議が必要 

①変更届（様式第４号）

※変更届の「変更の内容」欄に、変更後の郵便番号、所在地、 

   電話番号、ＦＡＸ番号を記載すること。 

②付表１３－１

③事業所の位置図（住宅地図の写し等） 

④事業所の平面図 

⑤事業所の写真（外観、事業所の出入口部分、事務室、相談スペース、

会議スペース） 

 ※各２方向以上、Ａ４用紙に貼付のこと 

⑥変更後の運営規程 

⑦事業所として使用する建物の使用権限を証明できる書類 

※自己所有の場合は、建物の登記事項証明書又は登記済権利証 

の写し等（土地は不要） 

※賃貸の場合は、賃貸借契約書の写し 

⑧建築物関連法令協議記録報告書

 ３．申請者の名称及び 

主たる事務所の所在地 

【重要】 

運営法人が別法人（合併を含む） 

になる場合には、変更届ではなく、

廃止届と新規指定申請になります。

①変更届（様式第４号）

②申請者の定款又は寄附行為等（原本証明が必要） 

③申請者の登記事項証明書又は条例等 

※申請者が市町村の場合は事業所の設置条例等、指定管理者の 

場合は指定管理協定書（原本証明が必要）を添付。 

４．代表者の氏名、生年月

日、住所及び職名 
①変更届（様式第４号）

②申請者の登記事項証明書等 

③誓約書（居宅介護支援）

④役員名簿

※代表者の住所変更のみの場合は②、③は不要。
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○変更の届出（居宅介護支援）つづき 

変更の届出が必要な事項 提出書類 

５．申請者の定款、寄附行

為等及び登記事項証明書 

又は条例等 

（当該事業に関するものに

限る）

①変更届（様式第４号）

 ②申請者の定款又は寄附行為等（原本証明が必要） 

③申請者の登記事項証明書又は条例等 

※申請者が市町村の場合は事業所の設置条例等、指定管理者の

場合は指定管理協定書（原本証明が必要）を添付。 

６．事業所の平面図（レイ

アウト、専用区画）
①変更届（様式第４号）

②事業所の平面図 

③事業所の写真（外観、事業所の出入口部分、事務室、相談スペー

ス、会議スペース）

※各２方向以上、Ａ４用紙に貼付のこと。

７．事業所の管理者の氏名、

生年月日、住所及び経歴 

①変更届（様式第４号）

②付表１３－１、付表１３－２

③管理者経歴書

④介護支援専門員証の写し 

⑤管理者就任承諾及び誓約書（市参考様式２－２）

⑥雇用契約書又は辞令等の写し 

⑦従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表《変更月のもの》

 ※管理者のみの記載で可。 

※当該事業所の他の職種又は他の事業所と兼務がある場合には、

兼務する他の職種又は兼務先の事業所名及び職種を記載。

⑧組織体制図（管理者が管理する全ての事業所についての記載）

⑨誓約書（居宅介護支援）

※管理者の改姓又は住所変更のみの場合、⑤～⑨は不要（④は後日添
付で可） 

 ８．運営規程 ①変更届（様式第４号） 

※変更届の「変更前」及び「変更後」欄に変更内容を記載するか、

別紙（変更内容を記載）を添付すること。 

②付表１３－１

※記載事項に変更がある場合のみ添付。 

③変更後の運営規程 

【営業日・営業時間の変更の場合】

④従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表《変更月のもの》

 ※変更後の運営に支障がない従業者を配置すること。 

９．役員の氏名、生年月日

及び住所 

【関連項目】 

営利法人等で登記事項証明書の 

記載にも変更がある場合、５を 

参照してください。 

①変更届（様式第４号） 

 ※変更届出書の「変更前」欄に退任した役員の氏名を、「変更後」

欄に就任した役員の氏名を記載すること。 

②役員名簿

 ※変更のあった役員のみの記載でも可。 

③誓約書（居宅介護支援）

 ※役員の改姓、住所変更又は役員の退任のみの場合は③は不要。 

 10．介護支援専門員の氏名

及びその登録番号 

【関連項目】 

運営規程の従業者欄の記載にも 

変更がある場合、８を参照して 

ください。 

①変更届（様式第４号）

②付表１３－１、付表１３－２

③介護支援専門員証の写し（変更のあった従業者のみ） 

④従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表《変更月のもの》

⑤組織体制図

※人員が減った場合も変更届が必要。 
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様式第４号（第５条関係）

指定居宅サービス事業者等変更届出書 

                                                 年   月   日

  岡 山 市 長    様

                        所在地 

                    届出者 法人名称 

                        代表者氏名                       印

                       （法人以外の者にあっては、住所及び氏名） 

介護保険法（平成９年法律第１２３号）の規定により，指定居宅サービス事業者等の変更について次のとおり届け出ます。 

介護保険事業所番号 ３ ３

名称 

指定（許可）内容を変更した事業所（施設）
所在地（開設場所） 

サービスの種類

変更があった事項 変更の内容

１ 事業所（施設）の名称

２ 事業所（施設）の所在地（開設場所）

３ 申請者（開設者）の名称

４ 申請者（開設者）の主たる事務所の所在地

５ 代表者の氏名，生年月日，住所及び職名

６ 定款，寄附行為等及びその登記事項証明書又は条例等 

（当該事業に関するものに限る。)

７ 施設と本体施設との移動経路及び方法等 

８ 事業所（施設）の種別

９ 併設施設の概要

10 提供する（介護予防）居宅療養管理指導の種類

11 事業所（施設）の建物の構造概要，平面図及び設備概要

12 備品の概要（訪問入浴介護に限る。）

（変更前）

13 入院患者又は入所者の定員

14 管理者の氏名，生年月日，住所及び経歴 

15 サービス提供責任者の氏名，生年月日，住所及び経歴

16 福祉用具の保管及び消毒方法（委託等をしている場合にあっては，

委託等の契約の内容）

17 運営規程

18 協力医療機関（病院）・協力歯科医療機関の名称，診療科名及び 

契約の内容

19 介護老人福祉施設，介護老人保健施設，病院等との連携・支援体制

20 介護給付費の請求に関する事項

21 役員の氏名，生年月日及び住所 

22 連携する訪問看護を行う事業所の名称及び所在地 

23 介護支援専門員の氏名及びその登録番号

（変更後）

変 更 年 月 日        年    月    日 

備考 １ 該当項目番号に ○ を付してください。

   ２ 変更内容が分かる書類を添付してください。
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（岡山市様式２－２）                      （居宅介護支援）

管理者就任承諾及び誓約書 

平成   年   月   日 

岡 山 市 長 様 

住所 

氏名                         印 

（住所、氏名の記載は、本人の直筆に限る。）

私は、管理者の責務を理解し、管理者に就任することを承諾します。また、就任後は、管理者の

責務を適正に果たすことを誓います。 

記 

１ 事業者の名称                                     

２ 事業所の所在地   岡山市                            

３ 事業所の名称                                     

４ 勤 務 形 態     常  勤 ・ 非常勤      ← 該当する勤務形態を○で囲むこと。 

５ 勤 務 時 間     午前   時   分～午後   時   分 （一週当たり   時間） 

６ 就任（予定）日    平成   年   月   日 

【管理者の責務について】
○ 「管理者」は、従業者の勤務管理や資格の確認、利用者やその家族、介護支援専門

員等との介護サービス利用に関する連絡調整のほか、事業所の業務の全てについて管
理する必要があり、その責任を負うこととなります。 

○ また、事業所における法令遵守の促進を図るため、実施する介護保険サービスに係
る基準の内容を理解し、従業員に対し、これを指導する立場にあります。 

【指定居宅介護支援事業等の事業の人員及び運営に関する基準（平成１１年厚生省令第３８号）】 

（管理者の責務）  

第１７条  指定居宅介護支援事業所の管理者は、当該指定居宅介護支援事業所の介護支援専

門員その他の従業者の管理、指定居宅介護支援の利用の申込みに係る調整、業務の実施状

況の把握その他の管理を一元的に行わなければならない。  

２  指定居宅介護支援事業所の管理者は、当該指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員そ

の他の従業者にこの章の規定（※）を遵守させるため必要な指揮命令を行うものとする。  

※ 「この章の規定」とは、第３章 運営に関する基準（指定居宅介護支援事業等の事業の人員及

び運営に関する基準の第４条から第２９条まで）を指します。 

-90-



（岡山市　H２４．７版）

（ 平成 年 月分 ） （ ） Ｎｏ．

（ ）

（　 ・ ）

　　　　※　「該当する体制等」欄は、「介護給付費算定に係る体制等状況一覧表」により届け出た該当の体制の番号を ○で囲んでください。

営業日：  月 ・ 火 ・ 水 ・ 木 ・ 金 ・ 土 ・ 日　　 ～ （ 8 0 0 分 ）

第　１　週 第　２　週 第　３　週 第　４　週 ４週の 週平均 常勤換 兼務の

職　　種 氏　　名 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２ １３ １４ １５ １６ １７１８ １９２０ ２１２２２３ ２４２５ ２６２７ ２８ 合計勤 の勤務 算後の 状　況

※曜日→ 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 務時間 時間　 　人数

管理者 主任介 Ｂ 見頃　花子 ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① 有休 ① ① ① ① ① 160 40 - 介護支援専門員

介護支援専門員 主任介 Ｂ 見頃　花子 ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① 有休 ① ① ① ① ① 160 40 1 管理者

介護支援専門員 介 Ａ ○○　○○ ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① 160 40 1

介護支援専門員 介 Ａ ○○　○○ ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① 160 40 1

介護支援専門員 介 Ａ ○○　○○ ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① 160 40 1

介護支援専門員 介 Ｃ ○○　○○ ③ ③ ③ ③ ③ ③ ③ ③ 休 ③ ③ ③ ③ ③ ③ ③ 休 ③ ③ ③ 90 22.5

介護支援専門員 介 Ｃ ○○　○○ ② ② ② ② ② ② ② ② ② ② ② ② ② ② ② ② ② ② ② ② 60 15.0

介護支援専門員計 790 4.9

＜備　考＞

時間／週　（A）

　　※日々の勤務時間を符号化し、その番号を勤務形態一覧表に記入してください。

① ( 8 ） 「当月の取扱件数」： 件
② ( 3 ） 件
③ ( 5 ） 件
④ ( ） 　（※離島等のへき地（特別地域加算の対象地域）に住所を有する利用者を除く。）

※新規事業所については、推定数を記載してください。

 　注１ 資格については、資格証を確認のうえ「資格」欄に資格を記入すること。（記載例）介（介護支援専門員）、主任介（主任介護支援専門員）
  　　 ２　届出を行う従業者について（管理者含む）、４週間分の勤務時間ごとに区分して番号を付し、その番号を記入してください。　（勤務時間ごとの区分は、備考欄に記入。）

　　　　　※「勤務時間ごとの区分」の例　　①８：３０～１７：３０(８時間)、　②９：００～１２：００(３時間)、　③１３：００～１８：００(５時間)  など

　　　 ３　「勤務形態」の区分は、下記の勤務形態の区分に沿って記載してください。(勤務形態の区分は事業所における勤務時間及び職種により区分されます。)

　　　　　※「勤務形態」の区分　　Ａ：常勤で専従　　Ｂ：常勤で兼務　　Ｃ：常勤以外で専従　　Ｄ：常勤以外で兼務

   【常勤換算後の人数の計算式】

※小数点第２位切り捨て

：　１．特定事業所加算

営業時間（Ａ） 9:00 18:00 時間

40

「勤務時間ごとの区分」　：
12:00 時間
18:00 時間 140

100
地域包括支援センターからの受託

時間

～
～
～
～

9:00

資格

従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表 ７ 居宅介護支援

事業所名

２４

ミコロ居宅介護支援事業所

加算Ⅱ加算Ⅰ

サービス種類

　○常勤の従業者が勤務すべき１週あたりの勤務時間（就業規則等で定められた勤務時間）　 40

　　　　　※「勤務形態」の区分で、BまたはDに該当する場合は、必ず「兼務の状況」欄に記載してください。

「該当する体制等」

勤務
形態

13:00 18:00 時間

9:00
要介護者に係るもの

   （注１） 法人としては常勤職員であっても、他の事業所（サービス）と兼務している場合は、それぞれの職種について、それぞれ勤務した時間分のみを常勤換算に算入するため、非常勤等の従業者として常勤換算すること。

常勤で専従の従業者の員数 ＋
非常勤等の従業者の勤務時間数の合計（注１）

常勤の従業者が勤務すべき１週あたりの勤務時間数（Ａ）

変更月の勤務シフトを作成記載例

常勤職員の休暇については、１月
を超える休暇を除き、常勤換算
上、勤務したものとみなすことが
できます。
その場合、勤務形態一覧表には
「有休」等、記載してください。
非常勤職員の休暇は勤務したも
のとしては認められません。

常勤で専従の場合は、原則として常勤換算は
「１」となります。

常勤職員が他の職務を兼務している場合、非常
勤職員の場合、月途中に採用又は退職の場合
は、「それらの人の勤務合計時間÷常勤職員の
勤務すべき時間数」で常勤換算を算出します。

ただし、非常勤職員が勤務時間数として算入す
ることができるのは常勤職員の勤務すべき時間
数までとなります。

常勤換算後の人数の合計

　(１５＋２２．５）H÷４０
＝０．９３≒０．９
※小数点第２位切り捨て

管理者がケアマネ業務をし
ている場合、管理者を常勤
換算１の介護支援専門員と
して取り扱って差し支えあり
ません。

-
9
1
-



平成 24年 7月版

１ 届出が必要な加算（減算）の内容、必要書類 

次ページの一覧表で確認してください。

２ 届出時期 

算定開始月の前月１５日（閉庁日の場合は翌開庁日）が締切りです。

届出に係る加算等（算定される単位数が増えるものに限る。）については、届出が１５日以前に 

なされた場合には翌月から、１６日以降になされた場合には翌々月から、算定開始となります。 

   事業所の体制について加算等が算定されなくなる状況が生じた場合は、速やかにその旨の届出 

が必要です。なお、この場合は、加算等が算定されなくなった事実が発生した日から加算等の算 

定はできません。 

３ 届出手順

郵送用宛名ラベル  ※こちらをコピーの上、使用されると便利です。

   〒 ７００－０９１３  

岡山市北区大供３丁目１－１８  KSB会館４階

岡山市 事業者指導課 在宅指導係  宛 

＜体制届 （                 ）在中＞

体制届（必要書類・提出方法）
※届出用紙は、事業者指導課（在宅指導係）のホームページからダウンロードできます。

届出が必要

な加算（減

算）等の発生

一覧表で必要

書類等の確認

郵送

（〒）

① 必要書類の作成 

② ①の事業所控えをとる → 保管 

③ ①を下記に郵送する。 

〒700-0913  

岡山市北区大供3丁目1－18 KSB会館 4階 

   岡山市 事業者指導課 在宅指導係 宛 

（下記の郵送用宛名ラベルを活用してください。） 

サービスの種類を記載してください。
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  ○介護報酬算定に係る体制等に関する届出（居宅介護支援） 

次の内容の加算を算定しようとする場合は、事前に岡山市への届出が必要です。

届出をしていないと、サービスを提供しても報酬が支払われませんのでご注意ください。

加算等 提出書類

 特別地域加算 ①介護給付費算定に係る体制等に関する届出書（別紙２）

②介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（別紙１）

   ※対象地域に事業所が所在していること。 

 【岡山市における対象地域】 

離島振興対策地域 ・・・犬島 

振興山村・・・旧宇甘東村（下田・高津・宇甘・中泉）、 

旧宇甘西村（勝尾・紙工・虎倉）、 

旧竹枝村（大田・吉田・土師方・小倉）、 

旧上建部村（建部上・宮地・富沢・田地子・品田）

 特定事業所加算 ①介護給付費算定に係る体制等に関する届出書（別紙２）

②介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（別紙１）

③特定事業所加算に係る届出書（市様式１０）

④特定事業所加算に係る確認表（市様式１０付表）

⑤主任介護支援専門員研修課程修了証の写し

⑥従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表《加算算定開始月のもの》

⑦研修の実施計画及び実施記録の写し

中山間地域等における 

小規模事業所加算 

中山間地域等における小規模事業所加算は、「地域に関する状況」と

「規模に関する状況」の両方が要件に該当しないと算定できません。

※平成２４年４月１日現在の岡山市に所在する事業所は、地域区分が

６級地のため、「地域に関する状況」の要件に該当せず、当該加算の

対象となりません。

加算の取下げ ①介護給付費算定に係る体制等に関する届出書（別紙２）

②介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（別紙１）

③従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表《加算要件を満たしていた最

終月のもの》

※従業者の要件がある加算等の取り下げの場合のみ添付。 

※１ 加算の取下げとは、事業所として加算の要件を満たさなかった場合を指します。

※２ 加算の追加・取下げの場合、各事業所において、重要事項説明書に加算項目の

追加・削除を行ってください。

※３ その他、確認が必要な書類の提出をお願いする場合があります。
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（別紙２） 受付番号

年 月 日

岡 山 市 長　　様
届出者 法人所在地　

法人名称　

代表者 職･氏名　

印

このことについて、関係書類を添えて以下のとおり届け出ます。

事業所所在地市町村番号

フリガナ

名　　称

－ ）

主たる事務所の所在地 都 道 郡 市

届 府 県 区

(ビルの名称等)

出 連絡先

法人の種別

者 代表者の職・氏名 職名 氏名

－ ）

代表者の住所 都 道 郡 市

　 府 県 区

(ビルの名称等)

フリガナ

名　　称

－ ）

主たる事業所・施設の

所在地

(ビルの名称等)

連絡先

－ ）

都 道 郡 市

府 県 区

(ビルの名称等)

連絡先

3 3

特 変 前 変 更 後

記

事

項

関　係　書　類 別添のとおり

介護給付費算定に係る体制等に関する届出書＜指定事業者用＞

１新規　２変更　３終了

指
定
介
護
予
防
サ
ー

ビ
ス

事
業
所
・
施
設
の
状
況

届
出
を
行
う
事
業
所
・
施
設
の
種
類

介護予防通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ

介護予防訪問入浴介護

介護予防訪問看護

介護予防訪問ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ

１新規　２変更　３終了

１新規　２変更　３終了

１新規　２変更　３終了

１新規　２変更　３終了

（郵便番号

（郵便番号

１新規　２変更　３終了

介護予防福祉用具貸与 １新規　２変更　３終了

１新規　２変更　３終了

１新規　２変更　３終了

医療機関コード等

居宅介護支援

１新規　２変更　３終了居宅療養管理指導

通所介護

通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ

短期入所生活介護

更

介護療養型医療施設

介護保険事業所番号

施
設

介護老人福祉施設
介護老人保健施設

訪問入浴介護

同一所在地において行う 指定（許可）

訪問介護

異動項目
（※変更の場合）

指
定
居
宅
サ
ー

ビ
ス

電話番号

電話番号

１新規　２変更　３終了

年　月　日

平成

ＦＡＸ番号

１新規　２変更　３終了

実施
事業 年　月　日

１新規　２変更　３終了

１新規　２変更　３終了

異動等の区分
異動（予定）

１新規　２変更　３終了
１新規　２変更　３終了

１新規　２変更　３終了

１新規　２変更　３終了

１新規　２変更　３終了

１新規　２変更　３終了

１新規　２変更　３終了

１新規　２変更　３終了

１新規　２変更　３終了

介護予防短期入所生活介護

１新規　２変更　３終了

１新規 ２変更 ３終了

１新規　２変更　３終了

区

介護予防特定施設入居者生活介護

介護予防居宅療養管理指導

介護予防訪問介護

介護予防短期入所療養介護

介護予防通所介護

事業等の種類

訪問ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ

法人所轄庁

（郵便番号

ＦＡＸ番号

特定施設入居者生活介護
福祉用具貸与

短期入所療養介護

訪問看護

電話番号 ＦＡＸ番号

主たる事業所の所在地以
外の場所で一部実施する
場合の出張所等の所在地

（郵便番号

岡山県　　岡山市

（岡山市　Ｈ２４．７版）-94-



備考１　「受付番号」及び「事業所所在市町村番号」欄は記載しないでください。　

　　  ２　「法人の種別」欄は、申請者が法人である場合に、「社会福祉法人」、「医療法人」、「社団法人」、「財団法人」、「株式会社」、

　  　　　「有限会社」等の別を記入してください｡

　　　３　「法人所轄庁」欄は、申請者が認可法人である場合に、その主務官庁の名称を記載してください。

　　  ４　「実施事業」欄は、該当する欄に「○」を記入してください。　

　　　５　「異動等の区分」欄には、今回届出を行う事業所・施設について該当する数字に「○」を記入してください。

　　　６　「異動項目」欄には、「介護給付費算定に係る体制等状況一覧表」（別紙１）に掲げる項目を記載してください。

　　　７　「特記事項」欄には、異動の状況について具体的に記載してください。

　　　８　「主たる事業所の所在地以外の場所で一部実施する場合の出張所等の所在地」について、複数の出張所等を有する場合は、

 　　  　適宜欄を補正して、全ての出張所等の状況について記載してください。

（岡山市　Ｈ２４．７版）-95-



（市様式１０付表）

①　常勤かつ専従の主任介護支援専門員の状況（加算Ⅰ・Ⅱ）

※　主任介護支援専門員研修修了証の写しを添付してください。

②　介護支援専門員の状況（加算Ⅰ・Ⅱ）　

 専従 人  専従 人

 兼務 人  兼務 人

※　①で記載した主任介護支援専門員の人数を含めずに記入してください。

※　記載に代えて、会議の開催状況が確認できる既存資料の添付でも可とします。

④　２４時間連絡体制の状況（加算Ⅰ・Ⅱ）

　　月　　日開催 会議の概要：

内

訳
常　勤 非常勤

③　情報伝達会議等の開催状況（加算Ⅰ・Ⅱ）

人

※　記載に代えて、体制等が確認できるもの（重要事項説明書等）の添付でも可とします。

※　勤務形態一覧表（加算算定開始月のもの）を添付してください。

介護支援
専門員数

修了年月日 平成　　　　年　　　　月　　　　日氏名

　　月　　日開催 会議の概要：

【具体的な内容】

有 　　　・　　　 無
　２４時間連絡できる体制を確保し、かつ、必要に応じて利用者等の
相談に対応する体制を確保している。

直近の
開催状況

※　会議の議題は次のような議事を含むものであること。
　（1）現に抱える処遇困難ケースについての具体的な処遇方針
　（2）過去に取り扱ったケースについての問題点及びその改善方策
　（3）地域における事業者や活用できる社会資源の状況
  （4）保健医療及び福祉に関する諸制度
　（5）ケアマネジメントに関する技術
  （6）利用者からの苦情があった場合は、その内容及び改善方針
　（7）その他必要な事項

　　月　　日開催 会議の概要：

有 　　　・　　　 無
　利用者に関する情報又はサービス提供に当たっての留意事項に
係る伝達等を目的とした会議を概ね週１回以上開催している。

平成　　　　年　　　　月　　　　日

居宅介護支援における特定事業所加算に係る確認表

　２　毎月の記録　（平成　　　　　年　　　　月サービス提供分）

  ※この確認表は、特定事業所加算届の添付資料及び届出後の基準の遵守状況に関する記録として作成するものです。

  ※体制届出後、当該加算を算定する場合は、毎月末までに基準の遵守状況に関する記録を作成し、５年間保存してください。

区分 １　体制の届出

　　月　　日開催 会議の概要：
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要介護２ 要介護３ 要介護５

人 人 人

（　　人） （　　人） （　　人）

⑦　地域包括支援センターからの支援困難な利用者の紹介に係る対応（加算Ⅰ・Ⅱ）

⑧　地域包括支援センターが実施する事例検討会等への参加状況（加算Ⅰ）

⑨　減算適用の状況（加算Ⅰ・Ⅱ）

法人名：

占有率： ％

法人名：

占有率： ％

法人名：

占有率： ％

人 人 人

当該サービスのうち、最も紹介率が高い法人が位置付けられた計画数
当該サービスを位置付けた計画数

％

　ア　運営基準減算が適用されている。

有 　　　・　　　 無

　　　・福祉用具貸与において、紹介率が最も高い法人

件数：　　　　　　　　　　件

減算の適用について

イ 地域包括支援センターから支援困難な利用者の紹介があった
場合には、引き受けられる体制を整えている。

⑤　利用者の総数のうち、要介護３～５の者の占める割合（加算Ⅰ）

要介護３～５の割合
（５０％以上）

要介護１ 要介護４
利用者数
(合計）

※　届出月の前月の利用者の状況を記載してください。

※　記載に代えて、具体的な体制の内容が確認できる書面の添付でも可とします。

ア（地域包括支援センターから支援困難な利用者の紹介があった
場合）当該利用者に居宅介護支援の提供をしている。

有 　　　・　　　 無

【具体的な体制】

（　　人）

研修計画の作成月

　　　　　　　　人

　研修体系や当該研修実施のための勤務体制の確保を定め、計画
に基づき研修を実施している。

うち、支援困難者数→

有 　　　・　　　 無

（　　人）

人人

利用者数(A)
※介護予防支援の
受託件数÷２を含む

介護支援
専門員数(B)
(常勤換算）

１人あたり
利用者数
(A)÷(B)

※　地域包括支援センターから支援困難な利用者として紹介を受けた利用者の人数については、
　内数として（　）書きで付記してください。

⑥　研修の実施状況（加算Ⅰ・Ⅱ）　※研修の実施計画及び実施記録の写しを添付してください。

　　　・訪問介護において、紹介率が最も高い法人

※　占有率　＝

平成　　　　　年　　　　　月

※特定事業所集中減算の適用の
有無にかかわらず、左記を記載す
ること。

　　　・通所介護において、紹介率が最も高い法人

⑩　介護支援専門員１人当たりの利用者の状況（届出月の前月の状況を記載）（加算Ⅰ・Ⅱ）

有 　　　・　　　 無

(地域包括支援センター等が開催する事例検討会等がある場合）
当該事例検討会等に参加した。

有 　　　・　　　 無

（参加年月日）

　　　年　　　月　　　日

※４０名未満

　イ　特定事業所集中減算が適用されている。 有 　　　・　　　 無
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質 問 票

平成 年 月 日

事業所名
（医 療 機 関 名）

種別 ３ ３サービス 事 業 所 番 号

所 在 地

Ｆ Ａ Ｘ 番 号電話番号

担当者名 (氏名) (職名)

【質 問】

【回 答】

※ ご質問がある場合は、この質問票により、必ず にてお問い合わせください。ＦＡＸ
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